
平成26年７月10日■木  10:00～12:00
ザ・キャピトルホテル東急１階「鳳凰」の間
（東京都千代田区永田町2－10－3　ＴＥＬ：０３－３５０３－０１０９）
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日沿議連・日沿連設立５０周年記念シンポジウム

日本海沿岸地域の過去・現在・未来日本海沿岸地域の過去・現在・未来

（一財）日本総合研究所理事長

演　題

「ユーラシアダイナミズムの
　中での環日本海への視座」
「ユーラシアダイナミズムの
　中での環日本海への視座」

1947年北海道生まれ。早稲田大学大学院政治学研究科修士課程修了後、
三井物産に入社。調査部・業務部を経て、ブルッキングス研究所（在ワシント
ンDC）に出向。米国三井物産ワシントン事務所長、三井物産戦略研究所所
長、早稲田大学大学院アジア太平洋研究科教授、三井物産常務執行役員
等を歴任し、現在は(一財)日本総合研究所理事長、多摩大学学長、(株)三
井物産戦略研究所会長。
著書は『脳力（のうりき）のレッスン』（Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ、Ⅳ岩波書店）、『大中華圏̶ネット
ワーク型世界観から中国の本質に迫る』（NHK出版）、『何のために働くの
か』（文春新書）など多数。
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河 村　建 夫

日沿議連会長
衆議院議員

武田佐知子

追手門学院大学教授

佐 竹　敬 久

秋田県知事

石 井　隆 一

日沿連世話人代表
富山県知事

平 井　伸 治

鳥取県知事

日　時

場　所

講　師

●基調講演　10:10～10:50

●パネルディスカッション　10:50～12:00
パネリスト

早稲田大学第一文学部日本史学専
攻卒業
早稲田大学大学院文学研究科日本
史学専攻修士課程修了、東京都立
大学大学院人文科学研究科史学
専攻博士課程修了。文学博士。
大阪外国語大学外国語学部助教
授、同教授を経て、平成19年から国
立大学法人大阪大学理事・副学長。
平成26年から追手門学院大学教
授。現在、日本海学推進機構会長職
務代理者。サントリー学芸賞思想歴
史部門、濱田青陵賞、紫綬褒章。

秋田県出身
東北大学卒業
昭和47年　秋田県庁入庁。
工業振興課長、地方課長など
を経て、総務部次長。
平成13年から秋田市長を2期
務める間、平成19年から全国
市長会会長。平成21年に秋田
県知事初当選。現在2期目。同
年から日本海沿岸地帯振興
連盟世話人。

富山県出身
東京大学卒業
昭和44年　自治省入省。
自治省税務局長、総務省自治税
務局長などを経て、平成14年消
防庁長官。
平成15年早稲田大学大学院客
員教授、平成16年市町村職員中
央研修所学長。
平成16年に富山県知事初当選。
現在3期目。同年から日本海沿岸
地帯振興連盟世話人代表。

東京都出身
東京大学卒業
昭和59年　自治省入省。
税務局企画課理事官、鳥取県
副知事、総務省自治行政局選
挙部政治資金課政党助成室
長などを経て、平成18年自治
体国際化協会ニューヨーク事
務所長。
平成19年に鳥取県知事初当
選。現在2期目。同年から日本
海沿岸地帯振興連盟世話人。

山口県出身
慶應義塾大学卒業
山口県議会議員（連続４期）。
平成２年、衆議院議員初当
選。以降、文部科学大臣、内閣
官房長官、拉致問題担当大臣
等の要職を歴任。現自由民主
党選挙対策委員長。
平成21年12月から日本海沿岸
地帯振興促進議員連盟会長。

主催：日本海沿岸地帯振興促進議員連盟、日本海沿岸地帯振興連盟
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日沿議連・日沿連設立５０周年記念シンポジウム参加申込書
FAX.076-444-3473

日本海沿岸地帯振興連盟事務局　行き

※ご記入頂いた情報は、本シンポジウムのために利用させて頂きますが、その他の目的で利用することはございません。

ふ り が な

氏 名

連 絡 先
住 所

企 業 名
（ 団 体 名 ）

連 絡 先
電 話 番 号

〒　　　　　－

昭和３９年１２月８日 

　日本海沿岸地帯の活性化および同地帯振興のための施策の推進と基本構想の策定なら
びに対岸諸国との交流を促進し、もって新日本海時代の実現を期するものである。

　青森県、秋田県、山形県、新潟県、富山県、石川県、福井県、京都府、兵庫県、鳥取県、島根
県、山口県の本州の日本海沿岸１２府県選出国会議員（青森、京都、兵庫、山口は日本海側に
面した選挙区。比例区についてはその出身議員）と趣旨に賛同する国会議員の超党派の会
　会長　衆議院議員　河村　建夫

昭和３９年１０月９日 

　日本海沿岸地帯振興促進議員連盟（日沿議連）と連携し、日本海沿岸地域の地域特性、風
土、固有の文化を生かして、高速交通体系をはじめ産業基盤、情報・通信基盤、生活環境基
盤の整備充実を行い、日本海国土軸の形成を目指すとともに、対岸交流の推進など日本海沿
岸地域の活性化を推進し、もって新日本海時代の実現を期する。

　青森県、秋田県、山形県、新潟県、富山県、石川県、福井県、京都府、兵庫県、鳥取県、島根
県、山口県の本州の日本海沿岸１２府県の知事、県議会議長、市町村長代表、市町村議会議
長代表、経済・産業界代表等で構成
　世話人代表　富山県知事　石井　隆一

・総会、日沿議連との合同勉強会の開催
・日本海国土軸・環日本海交流推進大会の開催
・日本海国土軸構想推進懇話会の開催　その他

富山県富山市新総曲輪１－７　富山県知事政策局内　TEL：（０７６）４４４－４０８１

●日本海沿岸地帯振興促進議員連盟（日沿議連）について

●日本海沿岸地帯振興連盟（日沿連）について

設　立

目　的

会　員

設　立

事務局

目　的

会　員

主な事業

日枝神社

赤坂
エクセルホテル東急

青山通り

外堀通り

国会議事堂

国会図書館

赤坂
サカス

赤坂
Bizタワー

プルデンシャルタワー

首相官邸山王
パークタワー

ザ・キャピトルホテル 東急

6番出口

溜池

内閣府下

国会裏

霞ヶ関出口

銀座線/南北線
溜池山王駅

千代田線/丸ノ内線
国会議事堂前駅

６月３０日（月）

下記参加申込書にご記入頂き、
FAXにて送信ください。

TEL.076－444－4081
FAX.076－444－3473

日本海沿岸地帯振興連盟事務局
（富山県知事政策局内）

申込方法

会場周辺地図

申込期限

※企業（団体）からご参加の方は企業名や団体名をご記入ください。

申し込み
問い合わせ先


